
＜財務省財務総合政策研究所「フィナンシャル・レビュー」January－2001＞

- 1 -

開発戦略の変遷と援助の有効性について

石井菜穂子＊

　1990年代は，貧困削減が開発援助をめぐる議論の推進力となった10年であった。しか

し，現実の世界では，貧困削減には進展がみられなかった。1987年に11億8千万であった

貧困人口は，1998年には12億へと僅かながら増加している。貧困削減に成功した国・地域

は僅かであり，成功した国・地域とそうでない国・地域との格差は歴然としている。なぜ

ある国は貧困削減に成功し他の国はしないのか。なぜある国は発展し他の国は取り残され

るのか。持続的発展の軌道にのるためには，どのような開発戦略を指向するべきなのか。

貧困削減が進まないのは，援助が有効でなかったからなのか。援助の有効性を高めるに

は，いかなる政策変更が必要なのか。

　最近の研究から，貧困の削減に最も効果を与えるのは経済成長であること，また経済成

長に影響を与えるのは，生産要素の蓄積よりもむしろ全要素生産性であることが示されて

いる。更に，全要素生産性の上昇をもたらす要因として経済政策・制度が注目されている。

一国の経済が持続的成長軌道にのるためには，どのような経済政策・制度が重要かを特定

する必要がある。また，最近の開発戦略論では，市場と国家の補完関係を重視し，市場を

効率的に機能さぜるような制度の整備をもって，国家の重要な役割と認識している。経済

成長が貧困削減に与える効果は，経済成長のパターン，初期の所得分配のあり方などに大

きく左右される。従って，貧困削減のためには，どのようなパターンの経済成長を目指す

べきかが重要になる。

　貧困削減の最大の牽引力は経済成長であり，経済成長には良好な経済制度・政策が不可

欠であることから，援助の有効性を考えるには，援助が制度整備・政策改革にいかに貢献

したかを検討する必要がある。翻って現実をみると，これまでの援助は，援助が投資を促

進し，投資が経済成長をもたらすという仮定のもとに，主として個別プロジェクトの積み

上げを通じて供与されてきた。ところが，多くの実証分析は，総体として援助が投資増に

つながらず，また投資が経済成長増につながらなかったことを示している。しかし詳細に

みると，制度・政策を含む経済環境が良好な場合には，援助が経済成長増を通じて貧困削

減に効果を挙げることが確かめられている。

　それでは，援助によって，制度整備・政策改革に望ましい影響を及ぼすことができるの

か。コンディショナリティ付きの構造調整融資によって政策改革を誘発しようとする試み

は，一般に成功してこなかった。しかしながら，政策環境が良好でない国でも，キャパシ

ティ・ビルディングや開発にたいする考え方を広めることなど，その国に適した援助のあ

り方を工夫する余地がある。また現実には，被援助国が開発の全体戦略を持たないまま

に，ドナーが独自にそれぞれのプロジェクトを遂行することによって，援助全体の有効性

を損なっている場合が多々ある。こうした現状に対し，最近幾つかの国において，ドナー
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・ＮＧＯが，政府の長期的・包括的な開発戦略およびセクター別戦略の策定に協力し，それ

ぞれの援助プログラムをそのようにして共有された開発戦略の下に整合的に位置付けてい

こうとする動きが見られる。こうした試みが成果を挙げるためには，被援助国のオーナー

シップ，ドナー間およびドナーと政府とのパートナーシップ，被援助国の制度整備。政策

改革におけるキャパシティなど，その国固有の条件に適合した援助のあり方を編み出して

いくことが必要である。本稿ではベトナムのケースをとりあげて，どのような条件の下

で，どのような援助が有効か（あるいは有効でないか）を検討する。

　こうした議論と呼応して，近年開発援助の現場では，援助金額そのものよりも，制度・

政策に関する被援助国との政策対話においていかなる貢献ができるかが重要となってきて

いる。いわば，貢献の尺度がＭｏｎｅｙ ＭａｔｔｅｒｓからＩｄｅａ Ｍａｔｔｅｒｓへと変わりつつある。日本

の援助も，「顔の見える援助」から「声の聞こえる援助」へと転身を図る努力が必要ではな

いだろうか。

Ⅰ．貧困削減戦略の変遷と援助の有効性

Ⅰ－１．本稿の目的と構成

　1990年代は，貧困削減が開発援助をめぐる議

論の推進力となった10年であった。1990年代の

前半には，開発における重要な課題につき毎年

国連サミットが開催され（1990年教育，1991年

子供，1992年環境，1993年人権，1994年人口，

1995年社会開発，女性），それぞれの分野毎に

開発の目標値が設定された。これらの作業を前

提として，1996年にはＯＥＣＤのＤＡＣ（Ｄｅｖｅｌ-

ｏｐｍｅｎｔ Ａｓｓｉｓｔａｎｃｅ Ｃｏｍｍｉｔｔｅｅ）の場で，貧困

削減が開発援助の究極の目的であることが再確

認され，2015年までに貧困を半減することに向

けて努力することが合意された1）。世銀は，19

98年の年次総会の場で，開発に対する長期的，

包括的取り組みの重要性，また被援助国のオー

ナーシップ，ドナーやＮＧＯのパートナーシッ

プの重要性を提唱した。ＡＤＢは1999年に，今後

の政策の基本を貧困削減に据える「貧困削減戦

略」を理事会で承認した。

　貧困削減に対するこのような関心の高まりに

もかかわらず，現実の世界では，この10年間貧

困削減には進展がみられなかった（表１参照）。

1987年に11億８千３百万であった貧困人口は，

1998年には１１億９千９百万へと僅かながら増加

しているのである。貧困の状況を地域別にみる

と，中国の貧困人口がこの間３億から２億１千

万へと激減しており，中国を含む東アジアの貧

困人口は４億２千万から２億８千万へと減少し

ている。しかし東アジア以外で貧困が減少した

のは，中東・北アフリカのみであり，その他の

地域では，貧困人口は増加を示している。.特

に，サブ・サハラ・アフリカ，南アジアでは，

それぞれ２億２千万から２億９千万へ，４億７

千万から５億２千万へと大きく増加している。

また移行途上にある中東欧・中央アジアでは，

全人口に占める比率こそ小さいものの，貧困人

口は著しい率で増加している。このように，貧

１）　経済厚生指標に加えて，社会発展指標（初等教育，ジェンダー，幼児死亡率，保健衛生制度），及び環境の

　分野でも目標値が設けられた。
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表１　地域別貧困状況の推移（1987-1998）

困削減に成功した国・地域は僅かであり,成功

した国・地域とそうでない国・地域との格差は

歴然としている。こうした地域間格差をもたら

したものは何か。なぜある国は貧困削減に成功

し他の国はしないのか。なぜある国は発展し他

の国は取り残されるのか。どのような開発戦略

が指向されるべきなのか。貧困削減が進まない

のは,援助が有効でなかったからなのか。そう

だとすれば,これまでの援助のあり方にはどの

ような問題があったのか。援助の有効性を高め

るには,いかなる政策変更が必要なのか。

　この問題を論じることが本稿の課題である。

Ⅰ－１（本節）では,本稿全体の構成を説明す

る。
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　Ⅰ－２では，貧困削減がどのようなプロセス

を経て達成されるのか，特に，貧困，経済成長

と所得分配の関係について述べる。最近の研究

から，貧困の削減に最も効果を与えるのは経済

成長であることが示されており，従って，経済

成長がどのようにもたらされるかの議論が重要

になってくる。最近では，経済成長により大き

な影響を与えるのは，生産要素の蓄積よりも，

全要素生産性であるとの見方が増えており，全

要素生産性の上昇をもたらすような経済政策・

制度の特定が重要視されている。経済成長論に

おける経済政策・制度の重要性の強調は，最近

の開発戦略論が，市場と国家の補完関係を重視

し，市場を効率的に機能させるような制度の整

備を国家の重要な役割と認識していることとも

整合的である。また，経済成長が貧困削減に与

える効果は，経済成長のパターン，初期の所得

分配のあり方などに大きく左右される。従っ

て，貧困削減のためには，どのようなパターン

の経済成長を目指すべきかが重要になる。

　Ⅰ－３では，援助が経済成長や貧困削減に果

たしてきた役割について検討する。第二節の結

論は，貧困削減の最大の牽引力は経済成長であ

り，経済成長には良好な経済制度・政策が不可

欠ということであった。従って，援助が制度整

備・政策改革に如何に貢献したかを検討するこ

とが重要である。翻って現実をみると，これま

での援助は，援助が投資を促進し，投資が経済

成長をもたらすという仮定のもとに供与されて

きた。ところが，多くの実証分析は，援助と経

済成長の間には，総体としては相関関係が認め

られないとしている。すなわち，援助が投資

を，投資が経済成長をもたらすとの仮定の下に

供与されてきた援助は，期待通りの効果を挙げ

てこなかったのである。しかし一方では，経済

政策環境が良好な場合には，援助が効果を挙げ

ることが確かめられている。こうした実証結果

は，経済制度・政策の重要性を強調する最近の

成長論のメッセージと整合的である。

　Ⅰ－４では，援助によって，制度整備・政策

改革に望ましい影響を及ぼすことができるのか

を議論する。コンディショナリティ付きの構造

調整融資によって，政策改革を誘発しようとす

る試みは，一般に成功してこなかった。しかし

ながら，政策環境が良好でない国でも，キャパ

シティ・ビルディングや開発にたいする考え方

を広めることなど，その国に適した援助のあり

方は，いろいろ考えられる。また現実には，被

援助国に開発の全体戦略がない中での，ドナー

毎の個別プロジェクトの遂行が，援助全体の有

効性を損なっている場合が多々ある。こうした

現状に対し，最近幾つかの国において，ドナー

・ＮＧＯが，政府の長期的，包括的な開発戦略お

よびセクター別戦略の策定に協力し，それぞれ

の援助プログラムをそのように協力して策定さ

れた長期開発戦略の下に整合的に位置付けてい

こうとする動きが見られる。しかしこうした試

みが成果を挙げるためには，被援助国のオー

ナーシップ，ドナー間およびドナーと政府との

パートナーシップ，被援助国の制度整備・政策

改革におけるキャパシティなど，幾つかの条件

が満たされる必要がある。ここでの結論は，援

助が有効であるためには，その国固有の条件に

適合した援助のあり方を編み出していくことが

必要ということである。

　第Ⅱ章では，ベトナムのケースをとりあげ

て，どのような条件の下で，どのような援助が

有効か（あるいは有効でないか），そのために

は，ドナーの側にどのような努力が求められて

いるのかを見ていく。具体的には，1980年代後

半以降のベトナムヘの援助を三期に分け，その

時々の条件の違いによって，有効な援助のあり

方がどのように変わってきたかを検討する。

　第Ⅲ章では，前二章を踏まえて，最近の開発

援助の場での議論や動きが，日本の援助のあり

方に対し，どのようなメッセージを送っている

のか，日本として如何なる行動をとるべきかに

ついて私見を述べる。

Ⅰ－２．貧困削減の変遷と貧困削減のプロセス

　Ⅰ－１で述べたように，この10年間，世界の

貧困人口は僅かとは言え，増加を示している。
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表２　貧困削減の経済成長に対する弾力性

目覚しい経済成長を遂げて貧困削減に成功した

国・地域と，経済成長から取り残され貧困層を

増やしてしまった国・地域との格差は歴然とし

ている。なぜこのような格差が生じたのであろ

うか。貧困削減に成功した国とそうでない国と

の違いはどこに求められるのであろうか。

　まず，貧困削減がどのようなプロセスを通じ

てもたらされるのかについて考える。幾つかの

研究が，経済成長が貧困削減の最大の貢献要因

であることを明らかにしている。ここでは

Ｒａｖａｌｌｉｏｎ ａｎｄ Ｃｈｅｎ(1997)の研究を紹介しよう。

彼らは，1980年以降に行われた42カ国の家計調

査（標本集団数64）を用いて，経済成長，貧困

削減，所得分配の不平等2）の関連を計測した。

先ず、より高い経済成長がより大きな貧困削減

をもたらすとの仮説が強く支持されている（図

１参照）。彼らの計測によれば（表２参照），貧

困削減の経済成長に対する弾力性は，マイナス

2.6と極めて高い。すなわち，10％の所得増加

は，貧困層の26％減少をもたらすとされる3）。

しかしながら，この弾力性の値には大きな幅が

あり，経済成長の貧困削減に対する効果の差は

２）　ここでは，ジニ係数が使用されている。

３ ） 　 こ こでは貧困ライン 5 0 ％を採用している。仮に貧困層の範囲を １日 １ ドルに採ると ，弾力性は

　マイナス3.1と計測されている。
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図１　貧困と経済成長の関係

１対５と極めて大きな違いがあることが示され

た。また，経済成長と分配の関係については

（図２参照），東ヨーロッパ及び中央アジアで

は，所得低下と分配の悪化が同時に生じている

ことが確かめられたが，この地域を除くと，経

済成長と所得分配の間には相関関係が見られな

いとの結果が得られた。すなわち，高成長が分

配を悪化させるとの仮説は証明されなかった。

　経済成長が貧困削減の最大の貢献要因である

とする研究結果は，経済成長はどのように決ま

るのか，また途上国の中で成長する国としない

国との違いはどこから生じるのかといった，経

済成長論の問題を惹起する。後述するが，援助

機関が援助の理論的基礎として1950年代以降活

用してきたＨａｒｒｏｄ-Ｄｏｍａｒモデルは，大不況の

経験に触発されて，ケインジアン分析を経済成

長の要素と統合しようとしたものである。しか

しながら，その貢献は今日の経済成長論には殆

ど影響を及ぼすに至っていない。今日の経済成

長論に大きく貢献してきたのは，Ｓ ｏ ｌ ｏｗと

Ｓｗａｎであるとされる。彼らのモデルの基本的

特徴は，新古典派生産関数，すなわち，規模に

対する収穫一定，各要素に対する収穫逓減，要素

間の代替の弾力性にある。このモデルの帰結の一

つが条件付収敏である。

　Ｓｏｌｏｗ-Ｓｗａｎモデルの基本的特質である条件

付収敏という概念は，国別成長率の違いに関

し，極めて高い説明力を持っている（Ｂａｒｒｏ ａｎｄ

Ｓａｌａ-ｉ-Ｍａｒｔｉｎ（1992）など）。この考え方の下で

は，全ての国は，その国特有の長期的な一人当

たり所得水準をもっており，その水準に向けて

成長していく。初期の（定常状態に対する）一

人当たりＧＤＰが小さいほど，経済成長率は高

くなる。定常水準は，Ｓｏｌｏｗ-Ｓｗａｎモデルでは，

貯蓄率，人口増加率，生産関数の位置によって

決まるが，最近の実証研究では，経済政策や経

済構造の違いが決定要因に追加されるべきであ

るとされている。これらの条件が経済成長に対

し良好であるほど定常水準は高くなり，従っ

て，経済成長率はいずれの初期条件に関しても

高くなる。

　Ｒａｄｅｌｅｔ，Ｓａｃｈｓ ａｎｄ Ｌｅｅ(1997)は，条件付収
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図２　所得分配と経済成長の関係

斂モデルを採用し，国別成長率の違いの説明要

因を特定しようとした。彼らは，(1)初期条件

（一人当たりＧＤＰ，人的資本），(2)自然資源の

賦存と地理的構造（海へのアクセス，海岸線の

長さ，熱帯気候），(3)政策変数（貿易と投資への

開放度，マクロ安定性，政府部門の制度の質と

市場機能とのかかわり），(4)人口統計学上の要

因を挙げ，データの利用可能な78カ国につい

て，1965年から1990年までの一人当たり実質成

長率について回帰分析を行った（表３参照）。

その結果として，先ず，条件付き収斂の仮説が

強く支持された。また，自然資源の豊富な国ほ

ど成長率が低いこと，海へのアクセスに恵まれ

た国ほど成長率が高いこと，熱帯に位置するこ

とは成長に対し大きなマイナス要因になるこ

と，全人口に占める労働人口が高いほど成長率

は高くなることが示された。また，政策変数に

ついては、対外開放度，マクロ安定性，政府の

制度の質が，それぞれ成長に大きな影響を及ぼ

していることが示された。特に，南アジア，ラ

テン・アメリカ，サブ・サハラ・アフリカとの

比較では，東アジアの高成長をもたらした大き

な要因は，経済制度を含めた政策変数にあり，

初期条件や資源賦存要因の効果はそれ程大きく

ないことが示された。国別成長率の説明要因を

特定する研究としては，他に，Ｓ ａｃ ｈｓ  ａ ｎｄ

Ｗａｍｅｒ（1995），Ｂｌｏｏｍ ａｎｄ Ｓａｃｈｓ（1998）等が

挙げられる。Ｂｕｍｓｉｄｅ ａｎｄ Ｄｏｎａｒ（1998）は，

対外開放度，マクロ経済の安定性，及び制度の

質を経済政策環境としてとらえ，経済政策環境

の良好な途上国ほど，高い成長を遂げているこ

とを示している（図３参照）。このように，最近

の実証研究は，長期的な成長パフォーマンスに

大きく影響しているのは，経済制度を含む経済

政策環境であることを強調している。

　こうした回帰分析は，国・地域の経済成長の

パフォーマンスの違いを説明する要因を特定す

るには，極めて有効な出発点である。しかしな

がらこのモデルは，経済成長のプロセスそのも

の，すなわち，政策変数，制度設定と経済成長

のパフォーマンスとの連関を十分には説明して

いない。Ｒａｄｅｌｅｔ，Ｓａｃｈｓ ａｎｄ Ｌｅｅ（1997）は，こ
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表３　国別成長率の決定要因（1965－1990、78カ国）
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図３　経済制度の質，経済政策と経済成長の関係

の問題に応えるべく，上記の回帰分析に用いた

枠組みを生産関数の形に置き換えている。まず

ＧＤＰ＝Ａ＊Ｆ（Ｋ，Ｌ）と仮定する。パラメターＡ

は，一般に，全要素生産性と呼ばれ，残差とし

て計測されるが，ここでは，経済政策，経済構

造，技術の関数と考えられている。計測の結

果，Ｒａｄｅｌｅｔ，Ｓａｃｈｓ ａｎｄ Ｌｅｅは，アジアの経済

成長は，資本蓄積（Ｋの増加）と全要素生産性

の増加の両方によってもたらされたものである

としている。一般に一人当たりの資本増加は，

資本の利益率の低下をもたらし，ひいては経済

成長率の低下をもたらすと予想される。しかし

ながら，仮に全要素生産性が上昇するか，資本

と労働の代替性が高い場合には，資本蓄積に伴

う資本利益率の低下は緩和されうる。彼らは，

東アジアの経済構造は極めて柔軟であり，資本

と労働の部門間移動性が高く，両要素間の代替

性が極めて高い状況にあると考える。こうした

経済構造の柔軟さが，経済成長パフォーマンス

の違いに反映されていると考えるのである。

　最近の成長論の研究では，生産要素の蓄

積，特に，物的資本の蓄積─投資─より

も，残差として計算される全要素生産性が重要

視されている。Ｅａｓｔｅｒｌｙ ａｎｄ Ｌｅｖｉｎｅ（2000）

は，サーベイおよび計算の結果，一人当たり経

済成長率の国別格差の大半を説明するのは，生

産要素の蓄積ではなく，全要素生産性であると

している。しかしながら，全要素生産性は，モ

デルの特定の仕方により，技術変化であった

り，外部経済性であったり，生産におけるセク

ターの構成の変化であったり，生産費用の低下

であったりする。彼らは，全要素生産性の決定

要因をよりょく理解し，その上昇をもたらすよ

うな経済政策・制度を特定することが大切であ

るとしている。この観点から近年の研究の中で

重要視されているのは，マクロ経済の安定性，

貿易・投資の対外開放度，および，経済制度の

質（公的サービスがいかに効率的に供給される

か，制度が市場の機能を十分に補完している

か，統治（go v ema nc e）がきちんとしている

か）などである。

　近年の成長論が全要素生産性，および，それ

に影響を及ぼす経済政策環境を重視するように

なってきたことと軌を一にして，開発戦略の分
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野でもそれに呼応した変化が見られる。1950年

代から1960年代にかけて，市場への懐疑を背景

に，ラテン・アメリカ諸国や新たに独立したア

フリカ諸国において，国家主導の輸入代替政策

が採用された。これらの国々では，1970年代初

頭まで比較的高い成長が達成されたものの，石

油危機以降成長率は急激に低下した。国家主導

型の輸入代替成長戦略は，1980年代の国際債務

危機を契機に急転換した。市場への信認が前面

に登場し，国家の役割は，マクロ経済の安定化

と市場の失敗のケースにおける介入という最小

限の所まで後退した。民営化，貿易自由化，規

制緩和を重視する「ワシントン・コンセンサ

ス」が，ＩＭＦ，世界銀行の構造調整融資の条件

として，ラテン・アメリカ，東欧の経済改革プ

ログラムの骨格を成すようになった。

　ところが1990年代に入ると，開発戦略は次の

段階に移行した。ロシアの価格自由化・民営化

プログラムは，民営化を可能とする法制度や政

治的枠組みが整わないままに遂行され，失敗し

た。東アジア危機は，金融制度の規制・監督が

十分に整わないままに資本自由化を遂行するこ

との危険をさらけ出した。これら1990年代の経

験は，市場が効率的に機能するためには，それ

を支える経済制度が不可欠であることを示すも

のである。これに先立つ時代の開発戦略が，国

家か市場かのいずれかが優先すると考えたのに

対し，1990年代の開発戦略には，国家と市場と

は相互補完的であるという考え方が強まった。

Ｒｏｄｒｉｋ（2000）は，市場が効率的に機能するた

めに不可欠な経済制度として，所有権，経済取

引の規制制度（公正取引の確保，金融制度監

督，証券規制など），マクロ経済安定化のため

の制度，社会保障のための制度，利害対立を統

御するための制度を挙げている。

　1960年代からの東アジアの繁栄と1997－98年

の東アジア金融危機の経験は，経済成長と持続

可能な開発について幾つかの重要なメッセージ

を送っている。まず，1960年代央から金融危機

まで30年にわたる驚異的成長は，「東アジアの

奇跡」（世銀の1993年報告）によれば，基本的経

済政策（ファンダメンタルズ）を適切に保った

こと（マクロ経済の安定，高い人的資源国内

競争および輸出競争の確保），経済制度の質が

高かったこと，そして，経済成長を指向した選

択的介入に起因する。経済成長指向の選択的介

入の例としては，穏やかな金融抑制，政策金

融，選択的産業育成，輸出指向型貿易政策外

国からの技術の積極的受け入れが挙げられてい

る。注目すべきは，こうした選択的介入の多く

が，結果に照らして柔軟に廃止・変更されたこ

とである。「東アジアの奇跡」の主張するとこ

ろは，東アジアの経済成長は，市場メカニズム

を機能させるための政府の基礎的介入に加え，

長期的発展戦略に基づいた選択的介入の組み合

わせによりもたらされたという点にある。1990

年代後半の金融危機は，そうした経済成長の成

果やそれに貢献した政策介入を否定するもので

はなく，東アジア諸国が持続的に発展するため

に欠けていた部分を，期せずして明らかにした

ものと言えよう。すなわち，いかに高成長が達

成されても，金融制度をはじめとする経済の基

本的諸制度が十分に整備されていない国や，統

治に問題のある国は，危機が生じたときに脆弱

である。発展が持続可能であるためには，経済

制度がそれに見合って成熟することが欠かせな

いのである。

　本節の冒頭では，Ｒａｖａｌｌｉｏｎ ａｎｄ Ｃｈｅｎ（1997）

の研究を紹介し，貧困削減の経済成長に対する

弾力性は総じて高いが，実はこの弾力性の値に

は大きな幅があり，経済成長の貧困削減に対す

る効果には大きな違いがあることを述べた。そ

れでは，経済成長が貧困削減に及ぼす効果の違

いは，どのような要因に起因するのであろうか.

第一に考えられるのは，経済成長のパターン，

あるいは，経済成長の源泉の違いである。東ア

ジアが高成長を遂げつつ，ラテン.アメリカの

経験から懸念されていたような所得分配の不平

等を引き起こさなかったのは，低賃金人口を多

く抱えるアジアの貧困国が，その比較優位を活

かすべく，開放政策を採り，労働集約型輸出加

工産業を発展させたからである。これに対し，
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図４　一国の経済成長と貧困層の所得増の関係につ

　　いて

土地の分配が不平等な下での農業主導の成長

は，土地所有者をさらに富裕にすることとな

り，不平等を拡大する傾向がある。このよう

に，経済成長が貧困削減に有効であるかどうか

４）　但し，この点に一ついては，Ｄｏｌｌａｒ ａｎｄ Ｋｒａａｙ自身が述べるとおり，異なる結果を出している研究（例えば

　Ｌｕｎｄｂｅｒｇ ａｎｄ Ｓｑｕｉｒｅ（１９９９），Ｒｏｄｒｉｇｕｅｚ ａｎｄ Ｒｏｄｒｉｋ（１９９９））も多い。

の決定要因の一つは，貧困層の最大の資産であ

る低賃金労働力を最大活用するパターンの経済

成長が遂げられるかどうかである。

　またＤｏｌｌａｒ ａｎｄ Ｋｒａａｙ（2000）は，国の平均所

得の増加と貧困層の所得増加とはいかなる関係

にあるのか，Ｐｒｏ-Ｐｏｏｒ Ｇｒｏｗｔｈ（貧困層により

便益のある経済成長）とはいかなる経済成長な

のかを，80カ国，40年間をカヴァーする236の

標本を用いて分析した。その結果，貧困層の平

均所得の伸びは，国全体の平均所得の伸びとほ

ぼ１対１の関係にあることが示された（図４参

照）。すなわち，貧困層が経済成長から取り残

されるとの懸念は否定され，国全体の経済成長

は貧困層にも同様の便益を与えることが示され

た。また彼らは，いかなる経済成長がより

Ｐｒｏ-Ｐｏｏｒであるかを検証するため，従来から経

済成長に貢献するとされる４つの鍵となる制度

・政策（マクロ安定化，財政規律，貿易自由

化，法制度）が，国の平均所得の増加のみなら

ず，貧困層の所得増加にいかなる影響を及ぼし

ているかを分析した（図５参照）。彼らは，制度

・政策の効果を測るにあたり，経済成長への効

果と分配への効果という二つのルートを想定し

た。その結果，政府消費の削減（財政規律）と

インフレ抑制（マクロ安定化）は，成長効果を

通じてのみならず，分配効果を通じて貧困層に

便益を与えることが証明され，貧困層が国平均

以上に便益を受けられるＳｕｐｅｒ-Ｐｒｏ-Ｐｏｏｒ政策で

あることが示された。また，貧困層に悪影響を

与えることが懸念される貿易自由化政策につい

ては，通論と異なり，貧困層も国全体の所得増

を通じて所得増効果を享受する一方，分配を通

じた効果はほぼゼロであり，結果として，国全

体が享受するのと同様の便益を享受することが

示された4）。法制度についても同様の結果が得

られた。

　経済成長の貧困削減効果の違いをもたらす要

因として第二に挙げられるのは，初期の所得分
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図５　基本的経済政策の経済成長効果と分配効果

配のあり方である。一般に，所得分配がより公

平であるほど，経済成長の貧困削減効果は高い

とされている。Ｒａｖａｌｌｉｏｎは1997年の研究のなか

で，初期の所得分配は二つのルートを通じて貧

困削減に影響しうるとしている。第一が，

“Ｉｎｄｕｃｅｄ－ｇｒｏｗｔｈ ａｒｇｕｍｅｎｔ”である。不平等な

社会ではよりdistort ionaryな（中立でない，歪

みをもたらす）政策介入がなされることから，

経済成長が損なわれる傾向がある。また，より

不平等な社会では，金融を受けることができな

い人の割合が高いため，生産的投資機会が最大

限に活用されないというものである。こうした

要因により，初期の所得分配の不平等は，後の

経済成長を低下させる効果があるという議論で

あり，最近の国別比較からはそれを支持する結

果が得られている。第二のルートは，“Ｇｒｏｗｔｈ-

-ｅｌａｓｔｉｃｉｔｙ ａｒｇｕｍｅｎｔ”とＲａｖａｌｌｉｏｎが称したもの

であり，貧困層が経済成長からどれだけの成果

を享受できるかに注目したものである。どの所

得層も同じ率で所得が増加したと仮定すると，

初期の分配の不平等度が高いほど，貧困層が絶

対的に経済成長から得る取り分は少なくなる。

従って，貧困削減率は低くなる。Ｒａｖａ１１ｉｏｎは，

1997年の研究の中で，この仮説を検証している。

その結果，ジニ係数0.25の比較的平等な社会で

は，経済成長に対する貧困削減の弾力性は3.33

と高いが，ジニ係数が0.59の不平等社会では，

弾力性は1.82にまで低下する。ジニ係数0.41の

平均的な平等度の社会では，弾力性は2.62と推

計される。従ってＲａｖａ１１ｉｏｎは，初期の分配の不

平等は経済成長の貧困削減効果を減じるとの仮

説は証明されたとしている。ところが最近で

は，初期の不平等が経済成長にプラスの効果を

与えるとの実証結果も得られており（Ｌｉ  ａｎｄ

Ｚｏｕ（１９９８），Ｆｏｒｂｅｓ（１９９８）），所得分配の不平

等と経済成長の関係は，更なる分析を必要とし

ている。一方で，最近の実証研究の多くは，所

得分配の不平等は，時系列でみると驚くほど変

化しないことを明らかにしている。これまでの

諸研究を総括すると，貧困削減戦略を策定する

にあたっては，経済成長を促進することに焦点

を当てつつ，その戦略が所得分配に如何なる影

響を及ぼし得るかを考察し，貧困層が経済成長

の成果を享受できることを確認すること，また
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必要に応じて再分配策を講じることが重要とい

うことになろう。

Ⅰ－３．援助の貧困削減に対する有効性

　前節においては，貧困削減のためには経済成

長が最大の貢献要因であること，経済成長を決

める要因としては，かつての生産要素の蓄積に

替わり，近年では経済政策を含む経済制度が重

要視されていることが示された。また，開発戦

略の面でも，国家と市場のいずれがより優れて

いるかという二分法ではなく，国家が経済制度

を整備することにより，市場をより効率的に機

能させることが大切と考えられるようになった。

それでは，援助はこの枠組みにどのように関

わってくるのであろうか。前節での議論を前提

とすると，援助が如何に制度整備・政策改革に

貢献するかが鍵となろう。しかし現実には，援

助が現在の形で開始された第二次大戦後からこ

れまで，援助機関は，援助が生産要素の蓄積

（特に投資）を促進することにより，経済成長

に貢献するとの考え方の下で援助を供与してき

た。こうして供与されてきた援助は，果たして

効果を挙げてきたのであろうか。

　援助と経済成長の関係を計量的に分析した実

証研究は，既に1960年代より多く行われている。

興味深いことに，そうした実証分析を総体とし

てみると，援助と経済成長の相関関係について

は，確固たる結論を導くことは困難である。

Ｒｉｄｄｅｌｌ（1987）は，援助と経済成長の統計的関

係を調査するために，1950年代後半から1980年

代半ぽにかけて行なわれた20以上の計量分析を

サーベイした。その結果は，援助と経済成長の

間に正の統計的関係を見い出すことができない

とするものが多く，明確な結論は得られない

（ inconclusive）というものであった。また，こ

の分野で多くの貢献をしているＭｏｓｌｅｙは，援助

の流入額と経済成長の間には，戦後のいかなる

時期をとってみても，統計的に意味のある相関

は認められないと述べた。また， Ｌ ｉ ｐ ｔ ｏ ｎ ，

Ｐａｐａｎｅｋ，Ｄｕｋａｎ ａｎｄ Ｍｏｓｌｅｙが論じるように，

援助は（経済成長を含む）パフォーマンスの悪

い国を対象に供与される面があることから，援

助と経済成長の間の因果関係は複雑であること

も看過できない。

　援助が経済成長を促進するという仮説は，

Ｈａｒｒｏｄ-Ｄｏｍａｒモデルに基づいており，1950年

代以降長期にわたり，援助機関で暗黙の前提と

されてきた。Ｈａｒｒｏｄ-Ｄｏｍａｒモデルでは，経済成

長率は投資率のある一定比率であると仮定して

いる。初期の経済開発学者はこれを，発展途上

国が目標成長率を達成するために必要な投資率

を決定するために応用した。必要投資率と実際

の貯蓄率との差がＦｉｎａｎｃｉｎｇ Ｇａｐであり，援助

機関はこれを埋めることを目安として援助必要

額を決定してきたのである。因みに，1946年の

Ｄｏｍａｒの論文は，アメリカにおける短期の不況

と投資の関係を述べたものであり，必ずしも長

期の投資と成長の関係を扱ったものではなかっ

た。しかしながら，冷戦の勃発とともに，途上

国への援助はアメリカはじめ多くの西側先進国

の重要な外交政策となった。新たに独立を確保

した第三世界の国々が共産陣営に投降しないよ

うに，西側諸国は，国際機関がＨａｒｒｏｄ Ｄｏｍａｒモ

デルを用いて計算したＦｉｎａｎｃｉｎｇ Ｇａｐを埋め続

けてきた。Ｅａｓｔｅｒｌｙ（1997）によれば，1950年か

ら1995年までに，１兆ドル（1985年価格）が供

与されたが，Ｈｒｒｏｄ-Ｄｏｍａｒモデルが予想するよ

うな経済成長を達成できた途上国は皆無であっ

た。Eas te r l yは，仮にHar rod-Domarモデルの

予想通りに援助が経済成長を促進したとすれ

ば，ギネ－ビサオ，ジャマイカ，ザンビア，ガ

イアナ，モーリタニア，ジンバブエなどは，今

ごろ先進国並みの所得水準を達成している筈と

述べている。

　Ｈａｒｒｏｄ－Ｄｏｍａｒモデルは，二つのリンクを仮

定している。援助が投資を促進するというリン

クと，投資が経済成長を促進するというリンク

である。問題は，どちらのリンクにあるのだろ

うか。Ｅａｓｔｅｒｌｙ（1997）は，先ず，88カ国につい

て，1965年から1995年までの援助と投資の関係

をみた（表４参照）。結果は，両者に正の関係が

あるとしたものが40％，そのうち統計的に有意
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表４　援助と国内総投資の関係（1965－1995）

表５　国内総投資とＧＤＰ経済成長の関係（1950－1992）

であるものは19％に過ぎず，一方，負の関係が

あるとしたものが60％，うち有意であるものは

41％であった。また第二のリンクについて，

Ｅａｓｔｅｒｌｙは138カ国について1950年から1992年

までの期間につき投資と経済成長の関係をみた

（表５参照）。結果は，正の関係が56％（うち有

意なものは８％）であり，負の関係が44％（う

ち有意なものが７％）であった。また，Ｄｏｌｌａｒ

ａｎｄ Ｅａｓｔｅｒｌｙ（1999）は，アフリカの34ヶ国につ

いて回帰分析を行い，援助，投資，経済成長の

関係についてみたところ，援助が投資増に結実

した比率が50％（うち有意なものは24％），し

なかった比率が5 0％（うち有意なものは３

５％）であった。また，投資が高成長に結びつ

いた比率が51％（うち有意なものは14％），結び

つかなかった比率が49％であった。これらの分

析からは，援助が投資増加につながると言う第

一のリンクも，投資が経済成長につながると言

う第二のリンクも実証されなかったのである

（図６参照）。

　第一のリンクについて，なぜ援助の増加が投

資増加につながらないのであろうか。Ｒｉｄｄｅｌ ｌ

（1987）のサーベイに見られるように，多くの

研究が，援助の相当部分が実際には消費の増加

によって相殺され，国内貯蓄の低下につながっ

ているとの結論を得ている。また，援助国が資

本集約型のインフラ・プロジェクトを好む傾向

があるため，援助の流入が生産一資本比率の低

下をもたらし，経済成長率がかえって低下する

可能性も指摘されている。援助が投資増加につ

ながるかどうかの決定要因の一つは，被援助国

の政府が，成長最大化政策をとり，援助を投資

増加につなげようとするかどうかである。例え

ば，仮に政府が援助流入分を減税により相殺す

れば，援助に見合った金額の投資増加はもたら

されない可能性が高い。

　ここで，援助資金のＦｕｎｇｉｂｉｌｉｔｙの概念につい

て説明しておこう。援助機関がある特定のプロ

ジェクトに援助資金を提供しているとしよう。

仮に被援助国政府が，たとえ援助資金が供与さ
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図６　アフリカにおける投資と経済成長の関係（1953－1995）

れなくともそのプロジェクトを執行するつもり

であったとしたら，その援助の結果，政府は，

そのプロジェクトに費やすつもりであった資金

を他の用途に回すことができる。援助機関の側

からは，特定のプロジェクトを援助しているつ

もりでも，結果的には、政府の支出計画の最も

限界的なプロジェクトに資金を提供しているこ

とになる。この時援助はＦｕｎｇｉｂ ｌｅであると言

う。Ｆｅｙｚｉｏｇｌｕ，Ｓｗａｒｏｏｐ，ａｎｄ Ｚｈｕ（1998）は，14

の途上国の20年以上にわたるデータを分析し，

１ドルの援助資金のうち，４分の３は経常支出

に，残りの４分の１が資本支出に向けられてい

ると推定した。セクター別のＦｕｎｇｉｂｉｌｉｔｙについ

ては，運輸と通信セクターでは，援助資金は

Ｆｕｎｇｉｂ ｌｅでないが，農業，教育セクターでは

Ｆｕｎｇｉｂｌｅであること，エネルギー・セクターで

も一部の資金がFungibleであることが示された。

また，Ｄｅｖａｒａｊａｎ，Ｓｑｕｉｒｅ，ａｎｄ  Ｓｕｔｈｉｗａｒｔ

-Ｎａｒｕｅｐｕｔ（１９９８）は，18のサブ・サハラ・アフ

リカのデータを分析し，援助資金の90％は政府

の支出に向かっており，援助資金が税金の軽減

に向かっているという証拠はないこと，セク

ター別にみると，援助資金は，「部分的に」

Ｆｕｎｇｉｂｌｅであるとの結果を得ている。援助機関

はいずれも，自分の機関の援助プロジェクトは

政府のトップ・プライオリティであるという自
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負を持っているはずである。皮肉なことに，政

府にとってそのプロジェクトに対するプライオ

リティが高いほど，その援助がＦｕｎｇｉｂｌｅである

可能性が高まることになる。たとえば，

Ｄｅｖａｒａｊａｎ，Ｓｑｕｉｒｅ，ａｎｄ Ｓｕｔｈｉｗａｒｔ-Ｎａｒｕｅｐｕｔ

は，1993年に世銀で評価された99のプロジェク

トの平均収益率は21％であるとし，これほど高

い収益率のプロジェクトが「限界的」であると

は考えにくいとしている。Ｆｕｎｇｉｂｉｌｉｔｙの存在は

個別の援助プロジェクトの積み重ねが全体の公

共投資を同額だけ押し上げるとは限らないとい

うことを意味している。Ｆｕｎｇｉｂｉｌｉｔｙの認識から

くる最も重要なインプリケーションは，援助の

有効性を高めるためには，これまでの伝統的な

援助の管理方法，すなわち，個別のプロジェク

トの収益率を計算し，その執行を管理するとい

う手法では不充分であるということである。援

助機関が結果的には政府の限界支出をファイナ

ンスしている可能性がある以上は，援助機関

は，援助の供与にあたり被援助国の支出計画全

体に対して信認を持つことが求められる。近

年，多くのドナーがＰｕｂ ｌ ｉ ｃ  Ｅｘｐｅ ｎｄ ｉ ｔ ｕ ｒ ｅ

Ｒｅｖｉｅｗの必要性を提唱していることは，この

Ｆｕｎｇｉｂｉｌｌｔｙの存在が広く認められつつあること

にも起因している。

　Ｈａｒｒｏｄ-Ｄｏｍａｒモデルの第二のリンクである

投資と経済成長の関係については，Ｐｒｉｃｈｅｔｔ（1

996）が公共投資の増加が必ずしも資本の増加

に結実しないことを，また，Ｅａｓ ｔｅ ｒ ｌ ｙ  ａｎｄ

Ｒｅｂｅｌｏ（1993）が公共投資と経済成長の間には

堅固な相関は見られないことを示している。先

に紹介したＤｏｌｌａｒ ａｎｄ Ｅａｓｔｅｒｌｙ（1999）は，アフ

リカ49ヶ国について回帰分析を行い，援助が経

済成長にポジティヴな効果をもたらすのは，政

策環境が整った場合に限ることを示している。

このように最近の研究は，援助が長期にわたり

その理論的根拠としてきたＨａｒｒｏｄ-Ｄｏｍａｒモデ

ル，即ち，援助が投資を促進し，投資が経済成

長を促進するというリンクが，実現してこな

かったことを明らかにしている。

　ここまでの議論から得られるメッセージは，

経済成長のパフォーマンスを決定するのは，要

素蓄積よりもむしろ全要素生産性であり，それ

に影響を与える要因としては，経済制度・政策

が重要という点である。従って援助の有効性

は，資本蓄積への貢献よりもむしろ，いかに制

度整備・政策改革を誘発したかによって測られ

るべきである。実際，幾つかの研究がそれを裏

付けている。これまでの計量分析の結果，一般

に，援助と経済成長との間に相関関係が発見さ

れないことは，先に述べたところである。しか

しながら，被援助国を，経済政策環境の良好な

国と，そうでない国とに分けて援助の効果を分

析すると，全く異なる結果が得られるのである。

Ｂｕrnｓｉｄｅ ａｎｄ Ｄｏｌｌａｒは，援助を受けている低所

得国56カ国を，経済政策環境の良好な国，劣悪

な国，その中間の３グループに分け，援助の成

長に対する効果を測定した。経済政策環境の良

否を決定する変数には，マクロ経済政策と経済

制度の両方が含まれている。具体的には，イン

フレ率，財政赤字，貿易自由化度，所有権，汚

職の度合い，そして官僚制の質が考慮されてい

る。経済政策環境の良好な国では，ＧＤＰ比１％

の援助が経済成長を0.5％押し上げる一方，劣

悪な国では，その効果はむしろマイナス（0.3

％）であるとの結果が得られている（図7参

照）。また，Ｂｕrnｓｉｄｅ ａｎｄ Ｄｏｌｌａｒ（1998）は，援

助の幼児死亡率との関係を同じ56カ国のサンプ

ルを用いて検証し，経済政策環境の良好な国で

は，ＧＤＰ比１％の追加的援助が，幼児死亡率を

0.9％低下さぜるのに対し，劣悪な国では何の

効果ももたらさないことを示している。更に，

Ｄｏｌｌａｒ ａｎｄ Ｅａｓｔｅｒｌｙ（1998）は，経済政策環境の

良好な国では，援助が民間投資を呼び込む一方

（ＧＤＰ１％比の援助がＧＤＰ比1.9％の民間投資

の増加をもたらす），劣悪な国では，援助が民

間投資をクラウド・アウトすることを明らかに

している（図８参照）。ここから，援助が効果を

挙げるためには，経済政策環境の良否が決定的

であることが示されている。
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図７　経済政策環境別にみた援助の経済成長に対する効果

図８　経済政策環境別にみた援助（ＧＤＰ比１％）の民間投資に対する効果

Ⅰ－４．援助と政策環境，及び，援助の最適配

　　　分について

　それでは，果たして援助によって被援助国の

制度・政策を改善できるのであろうか。この節

では，援助と経済改革プログラムの関係，コン

ディショナリティの有効性，「Ｏｎｅ Ｆｉｔｓ Ａｌｌ」か

らの卒業の必要性，援助の最適配分などについ

て検討する。まず，援助によって経済改革を誘
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発できるのであろうか。二つの対立的な考え方

が示されている。Ｓａｃｈｓ（1994）は，８カ国の経

済改革について分析し，援助は，改革にコミッ

トした政府が問題を解決するのに十分な時間生

き長らえることを助ける役割を果たすとした。

一方で，Ｒｏｄｒｉｋ（1996）は，援助は改革に消極

的な政府が延命するのを助ける可能性を指摘し

た。Ａｌｅｓｉｎａ ａｎｄ Ｄｏｌｌａｒ（1999）は，援助が改革

を誘発するとの仮説をたて，援助の供与量の変

化と政策改革のタイミングについての関係を調

べた。もし仮説が妥当すれば，改革に先立って

援助の増加が見られる筈であった。しかし，有

意な相関は発見されなかった。また，援助が経

済改革を推進してきたのであれば，援助供与額

と経済政策の質の間には何らかの相関関係が見

られる筈である。この観点から，Ｂｕｒｎｓｉｄｅ ａｎｄ

Ｄｏｌｌａｒ（1997）は，56カ国について，援助とマク

ロ及び貿易政策の質についての相関を調べた。

それによると，政策の質は，当該国の特性（法

制度，民族問題政治的安定度）により相当部

分説明され，援助との間には相関が見られない

ことが示された。

　援助コミュニィティーにとって，援助の目的

の一つは政策改革の誘発である。その一つの手

段として，1980年代から，幾つかの政策項目を

盛り込んだ改革パッケージについての合意と実

行を融資の条件とする，いわゆるコンディショ

ナリティ付きの構造調整融資が， Ｉ Ｍ Ｆの

ＥＳＡＦや世銀のＳＡＬ（構造調整融資），ＳＥＣＡＬ

（セクター別構造調整融資）などの形で，頻繁

に供与されるようになった。

　コンディショナリティの有効性については，

Ｍｏｓｌｅｙ（1987），Ｍｏｓｌｅｙ ａｎｄ ｏｔｈｅｒｓ（1995），

Ｃｏｌｌｉｅｒ（1997）など，幾つもの研究が行われて

いる。これらの研究のコンセンサスは，コン

ディショナリティによって改革を誘発しようと

の試みは，総体として成功してこなかったとい

うものである。その主な要因としては，コン

ディショナリティ付きの融資は被援助国の指導

者層のコミットメントの無い改革を外部から無

理強いする傾向があるが，そうした改革は長続

きしないこと，援助の供与側にも援助をディス

バースしたいとのインセンティブが働いてお

り，被援助国側に改革のオーナーシップがある

かどうかの正当な判断を誤らせていることなど

がある。Ｒａｎｉｓ（1995），Ｂｒａｎｓｏｎ ａｎｄ Ｊａｙａｒａｊａｈ

（1995）は，コンディショナリティ付きの融資

は，改革プログラムに対する被援助国側のオー

ナーシップがしっかりしている場合にのみ有効

であるとしている。またＤｏｌｌａｒ ａｎｄ Ｓｖｅｎｓｓｏｎ

（1998）は，160の改革プログラムについてサー

ベイした結果，コンディショナリティに基づく

改革プログラムの成否を決定するのは，相当程

度，当該国の政治的要因（民主的に選出された

政府か，比較的新しく選出された政府か），お

よび制度的要因（民族的にまとまっている国

か，多民族が混在しているか）であるとしてい

る（図９参照）。要は，被援助国のオーナーシッ

プ及びその国の特性が改革の成否の鍵を握って

いるのである。

　これまでの議論を要約すると，援助が経済成

長に効果をもたらすためには，良好な経済政策

環境が不可欠であることがわかった。一方，政

策環境の改善を目指す政策改革は，（コンディ

ショナリティと言う形をとった場合は特に），

援助によって簡単に誘発されるものではないこ

とも示された。それでは，政策環境の良好でな

い国では，援助供与は無駄に終わるのであろう

か。援助コミュニィティーは何の役割も果たせ

ないのであろうか。この点について，世界銀行

の「Ａｓｓｅｓｓｉｎｇ Ａｉｄ」(1998)は，政策環境が整わ

ない国における有効な援助とは，資金移転やプ

ロジェクトではなく，開発の考え方（ idea）に

関するものであるとする。開発に関する考え方

を広めること，次世代の指導者層のトレーニン

グを供与すること，キャパシティ・ビルディン

グを促進すること，市民社会での論争を刺激す

ることなどを含めた無形で低コストの努力が，

そうした国でも長期的には政策改革を促進し得

るとしている。

　また，コンディショナリティという政治化さ

れやすい手段に頼らずとも，通常のプロジェク
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図９　構造調整融資の成功の確率と政治的条件

ト融資を通じて，そのプロジェクトが関連する

セクターの制度・政策の改革を支持していくこ

とは十分に可能と思われる。むしろ限られた

援助資金を有効に活用するためには，プロジェ

クトを設計するに当たり，プロジェクトの関連

するセクターの制度・政策変更を通じて，援助

の効果を広く国中に均てんさせることを目指す

べきである。またそうしたプロジェクトを政府

とともに作り上げていく過程で，セクター改革

についての政策対話が繰り返されることによ

り，ドナーと政府の間でのセクター戦略の共有

が実現していくと考えられる。

　以上の議論から.二つの重要なメッセージが

得られる。援助が効果的であるためには，第一

に，ドナーが，被援助国の経済状況のみなら

ず，政治的，社会的条件をよく理解し，援助プ

ログラムを各国固有の条件に合わせて策定して

いく必要がある。これは，これまでの援助がえ

てして「Ｏｎｅ Ｆｉｔｓ Ａｌｌ」であったことへの反省で

もある。第二に，援助の内容におとらず，援助
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の供与の仕方，特に被援助国との信頼関係の築

き方も重要である。

　先ず，援助戦略をその国特有の条件に合わせ

て策定する必要性について述べよう。本稿のこ

れまでのメッセージは，援助が経済成長，ひい

ては貧困削減に有効であるためには，援助戦略

が政治，社会，制度を含む被援助国の固有の条

件に合致したものであること，そして，オー

ナーシップが存在することが必要というもので

ある。更には，援助戦略は，被援助国の長期開

発戦略と別個に存在するものではなく，それを

支持するものでなくてはならないということで

ある。理想的には，そうした開発戦略が，政府

とドナーとの間で共有され，ドナーのプロジェ

クトやプログラムがその戦略の下に，整合的に

位置づけられることが望ましい。現実には，被

援助国側に十分なキャパシティが存在せず，ド

ナーが被援助国の開発戦略策定を助けることに

なる場合も多いが，そうした場合には，オー

ナーシップを損なわない，キャパシティ・ビル

ディングを組み合わせた援助のあり方が重要に

なろう。要は，如何なる援助が最も有効かは，

その国の置かれている状況により変わるのであ

り，ドナーの側に，援助戦略を被援助国にあわ

せて策定していく柔軟性がどの程度あるのかが

重要となる。

　次に援助の供与の仕方に関連して，援助機関

の行動規範の問題について述べよう。援助が効

果的であるためには，被援助国のオーナーシッ

プが不可欠であることは述べた。しかしなが

ら，現実には，援助供与側が独自のインセン

ティヴに基づいて，オーナーシップを軽視して

援助を行っている場合も少なくない。例えば，

援助機関は，大抵の場合，より多くの金額を

ディスバースすることにインセンティヴが働く。

それは，援助機関が概して，予算あるいは権益

の獲得のためには，より多くの金額をディス

バースする方が有利と考えること，それを反映

して，援助機関の職員が一般にディスバースし

た金額の多寡で評価される傾向があることによ

る。この帰結の一つは，援助機関は，自分のプ

ロジェクトの一つ一つを成功させることを重視

し，そのプロジェクトが全体の政策環境や制度

改革にいかなる効果を及ぼすかには関心が薄い

ということである。自己のプロジェクトが何ら

かの制度的問題に直面しても，その根源を変革

するのではなく，自分のプロジェクトの範疇で

辻褄を合わせる行動がとられがちである。その

結果，計算上は高い収益率を挙げつつも，一旦

そのプロジェクトの外にでると，社会は何も変

わっていないと言う，いわば，成功プロジェク

トが旧態依然たる社会の中に浮島のように散在

するという状況が出現する。こうしたプロジェ

クトは終了後の持続可能性に問題があることが

多い。世銀はじめ，多くの援助機関はプロジェ

クトの事後評価を行っている。それによると成

功（satisfactory）との評価が圧倒的に多い。そ

れにもかかわらず，長年のプロジェクトの積み

重ねが容易に経済成長に結びつかない一つの理

由は，こうした援助機関の行動規範の問題にも

起因しよう。

　近年の貧困削減に対する関心の高まりは，何

を以って「貧困」と捉えるかという，貧困の概

念をめぐる議論を活性化した。1990年の世銀の

世界開発報告（ＷＤＲ）は，それまで一般的で

あった貧困の定義即ち，消費の水準で測った

最低生活水準を拡張して，人的開発要素即

ち，教育や保健の観点を加えた。2000年の世界

開発報告（「Ａｔｔａｃｋｉｎｇ Ｐｏｖｅｒｔｙ」）は，1990年世

界開発報告での貧困の定義を更に拡張し，貧困

層へのサーベイを通して浮かびあがってきた，

リスク，脆弱性（仮に今はまあまあの生活がで

きているとしても，いつ何時貧困に転落するか

わからない，それに対しなす術もないという恐

れ），またＶｏｉｃｅｌｅｓｓｎｅｓｓ，Ｐｏｗｅｒｌｅｓｓｎｅｓｓ（自

分の生活に関係のある問題に関し，自分の意見

が述べられる場が無い，あるいは，実際に聞き

届けられることが無いといった無力感）といっ

た要因を貧困の概念に含めている。このように

貧困の概念が拡張するに従い，援助機関の側で

も，貧困削減戦略をそれに対応して変化させる

必要性が認識されてきている。
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図10　現事実の援助，貧困削減目的に対し効率的援助と政策の質の関係

　本節の最後に，援助の最適配分の問題につい

て検討する。良好な政策環境が存在しない限り

援助は有効でない，また援助によって政策改革

を誘導することは容易ではない，とのメッセー

ジは，現在の援助配分にも疑問を投げかけてい

る。Ｃｏｌｌｉｅｒ ａｎｄ Ｄｏｌｌａｒ（1999）は，援助が貧困削

減を唯一の目標として配分されるのであれば，

より政策環境が良好で，世界の貧困層に占める

シェアーの高い国に，より多くの援助が供与さ

れるべきであるとしている。しかしながら現実

には，全てのドナーが貧困削減のみを援助の目

的としているわけではない。援助の一部は，政

策改革とは無関係な政治的要因により供与され

ているし，また，貧困削減を目的としている援

助でも，政策環境の良好でない国に対し改革を

誘導する意図で供与されている場合もある。

従って，現実の援助配分（どの国が幾らの援助

を受けているか）は，貧困削減という観点から

は，極めて非効率な配分となっている（図10参

照）。Ｃｏｌｌｉｅｒ ａｎｄ Ｄｏｌｌａｒは，援助の限界効率（1

ドルの援助によって貧困から救い出せる人口の

数）を同じにするべく，援助の最適配分を計算

した。それによると援助をもらい過ぎている国

としては，幾つかの中所得国（ブラジル，メキ

シコ，ヨルダンなど），政策環境は悪くても，政

治的に（一部の大国にとり）重要な国，アフリ

カ諸国（モザンビーク，マラウィ，ザンビア，

マリ，シェラレオネ，ギネ・ビサオ，ブルン

ディなど），及び人口の少ない諸島などである。

一方，より多くの援助をもらって然るべき国と

しては，中国，インド，バングラデシュ，パキ

スタン，ベトナム，ネパールなどが挙げられて

いる。Ｃｏｌｌｉｅｒ ａｎｄ Ｄｏｌｌａｒは，このような援助の

最適配分が実現されれば，新たに，年間2700万

人を貧困から救出できるとしている。現実に

は，マルティラテラル（国際機関）とバイラテ

ラル（二国間）の援助は異なる動機で供与され

ており，実際の援助配分がＣｏｌｌｉｅｒ ａｎｄ Ｄｏｌｌａｒの

示す最適配分に容易に近づくとは考えにくい。

しかし，バイラテラルの中でも，援助の配分に

際し，貧困削減に照らした援助の有効性への配

慮が高まってきている5）。世銀の“Ｇ ｌ ｏ ｂ ａ ｌ

Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｆｉｎａｎｃｅ”（2000）は，1990年に比

べると1997－1998年には，援助機関が政策環境

の良否を判断し，環境の良好な国に援助を供与

する傾向が高まったとしている。
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Ⅱ．援助の有効性に関するケース・スタディ─ベトナム

Ⅱ－１．本節の目的

　前章では，援助が貧困削減に有効なのは政策

環境が良好な場合であるが，援助によって政策

改革を誘発することは容易でないこと，コン

ディショナリティに基づいた改革プログラムの

成否は政治・社会状況などのその国特有の条件

により決まる面が大きいこと，従って，援助の

有効性を高めるには，援助コミュニティーがそ

の国の状況に合わせて，援助を工夫する必要が

あることなどをみた。本章では，ベトナムの例

をとりあげてこうした点を検証していこう。

　ベトナムは，1980年代の半ばに，ドイモイ

（改革）路線を採択することを自ら選択し，198

0年代後半にＴＡ（Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ Ａｓｓｉｓｔａｎｃｅ，技術

援助）を受け始め，1990年代前半に国際機関と

の関係を修復して，プロジェクト及び構造調整

融資を受けるようになった。この間，ベトナム

の貧困削減は，目覚しい進展を遂げた。1980年

代半ば，貧困層の全人口に占める割合は，70％

超であったが，1993年の家計調査では57％へと

減少し，1998年の調査では37％を達成した。19

90年代前半（1992年から1997年まで）の高成長

が，貧困削減の最大の貢献要因であったことは

間違いない。ここでは，援助が，高成長あるい

はそれを可能とした政策環境の改善にどのよう

な役割を果たしたかを時期を追ってみていくこ

ととしたい。因みに，ベトナムを取り上げた理

由は，援助の役割と有効性が同じ国の中でも各

時期の政治的，経済的条件の違いにより異なる

ことを示す格好の例であるからである6）。

　以下では，ベトナムヘの援助を，次の三期に

分けて考察する。

　(1)　1986─1993─ドイモイ（改革）路線採

　　択後，本格的に国際社会からの金融支援が

　　開始されるまでのＴＡ主体の時期。

　(2)　1993─1996─本格的金融支援開始後，

　　改革が進行していた時期。

　(3)　1997─現在─改革がスローダウンして

　　からの時期。

Ⅱ－２．1986－1993：ドイモイ（改革）路線の

　　　採択と国際社会からのＴＡ受け入れ

　1980年代半ば，ベトナムは極めて困難な経済

状況に直面していた。ベトナム戦争に勝利し南

北統一はなったものの，共産党の一党独裁体制

の下，国有企業中心の中央計画経済運営の下

で，経済成長は滞り，人々の生活は困窮を極め

ていた。旧ソビエト連邦からのＧＤＰ比10％に

ものぼる経済援助にもかかわらず，財政は逼迫

し，赤字が通貨印刷により賄われたため，イン

フレーションは1988年には400％台となった。

また農業生産が停滞し，1988年には海外食糧援

助を受けざるをえなくなった。この間ベトナム

は政治的，経済的に西側国際社会からは隔絶し

ており7〕，ＩＭＦ，世界銀行からの金融援助を受

けていなかった8)。このような経済運営に展望

がないことを理解した政府は，1986年の第６回

５）　最も注目される例は1999年にオランダが二国間援助の供与先をそれまでの80国超から20国弱に絞ったこと

　であろう。選択の基準としては，貧困の度合いとともに，援助が有効に使用されるかどうかが，大きなポイン

　トであった。

６）　更に卑近な理由としては，著者が1997年12月以降世界銀行のベトナム・プログラムに携わっていることで

　ある。本章の1995年までの記述については，ベトナムのカントリー・エコノミストを1995年まで務めたＤａｖｉｄ

　Ｄｏｌｌａｒの分析によるところが大きい。

７）　アメリカは1975年に経済制裁を課した。
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表６　ベトナムの経済状況の推移

共産党大会で，経済運営の方針を根本的に転換

し，改革路線（ドイモイ）を採択することを決

定した。しかしながら，この時ベトナム国内

で，詳細な経済改革プログラムを作成するキャ

パシィティをもったグループは存在しなかった。

　ここでベトナム政府の改革推進を助けたの

が，ＵＮＤＰ及びスウェーデンのＴＡであった。

両機関は，それぞれのプログラムの下で， ＩＭ

Ｆ，世界銀行のスタッフを招聴し，中央銀行や

中央計画委員会に対するＴＡの供与を進めた。

ＵＮＤＰや世界銀行は，ベトナムの指導者層が，

インドネシア，マレーシア，韓国など近隣諸国

の経験に学ぶことができるようなセミナーやス

タディ・ツアーを計画した。また，ベトナムの

経済政策担当者のための，トレーニングやワー

クショップ，スタディ・ツアーなども，多々企

画された。その主眼は，長期にわたり国際社会

から隔離されていたベトナムの指導者・政策担

当者たちが，近隣諸国のカウンターパートと直

接に会い，彼らの経験の中から，ベトナムに

とって最適な経済安定化，直接投資貿易自由

化政策などのあり方を，自分たちで考えていく

機会を作ることであった。またＵＮＤＰ，ス

ウェーデン，世界銀行の協力により，1992－19

93には，ベトナム史上初の家計調査が執行され

た。この調査によって初めて，ベトナムの人口

の57％が国際的水準でみた「貧困」状態にある

ことが判明した。

　ベトナムのドイモイ政策は，1980年代の終わ

りから俄然加速した。特に農村の合作会社を解

体して農民の土地使用権を安定化し，余剰作物

の自由な販売を認めてから，農業収穫高は飛躍

的に増加した。1980年代には飢餓に悩まされ，

米を輸入していたものが，1990年代初頭には世

界第二の米の輸出国となった。13000もあった

国営企業は，清算や合併により1992年には6000

強に半減した。財政を健全化しインフレを収束

させるために，国営企業の赤字のつけを財政に

回すことは禁止された。（但し赤字は国営銀行

からの融資に付け替えられたので，問題の根本

解決には至らなかった。）金融制度の近代化が

図られ，中央銀行の機能と市中銀行のそれとが

分離された。また，財政赤字を通貨増刷でまか

なう便法には終始符が打たれ，インフレはそれ

までの数百％から数十％台に収束した。当時は

国際機関からの大規模資金援助が期待できな

かったこともあり，海外投資受入れへの関心が

高まり，1989年には「直接投資法」が制定され

た。（但しこの法律は投資環境の改善には不充

分なもので，その後も改定が繰り返されてい

る。）貿易については，輸入には制限が多いも

のの，輸出については相当程度自由化が進み，

輸出入のＧＤＰ比は1992年には51％にのぼった。

1980年代半ば，ドイモイが始まった頃にはマイ

ナスであった経済成長は，1992年には8.6％へ

と加速した（表６参照）。

　このように，1989年から1993年は，政府が自

らの意志で改革を決意し，ＴＡ中心の援助がそ

の実現を助けていく過程であった。この時期の

ベトナムが最も必要としていたものは，指導者

8）　ベトナムは，旧南ベトナム時代のメンバーシップを南北統一後そのまま継承したため，ＩＭＦ・世界銀行の加

　盟国ではあったものの，両機関からの新規の借入れはなく，昔の債務がアリアとなって残っている状況で

　あった。
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層にとっては，ベトナムにおける改革の進め方

について，近隣の経験から学びつつ，その基本

的な方向性を打ち出していくことであった。ま

た，実務レヴェルでは，そのようにして指導者

が打ち出した方向性に沿い，具体的な政策を立

案・執行していくためのキャパシティ・ビル

ディングであった。この時期のＴＡはまさにこ

のような需要に沿ったものであり，極めて有効

であったと評価することができよう。

Ⅱ－３．1993－1996：本格的金融支援開始と改

　　　革進行期

　1989年以降加速されたベトナムの改革に鑑

み，国際社会においてアメリカの制裁解除を求

める圧力が高まった。アメリカの制裁が近い内

に解除されるであろうとの予測の下（実際の解

除は1994年２月），1993年に日本，フランスの

援助で国際機関への延滞が解消され，ＩＭＦ，世

界銀行からの融資に途が開かれた。 ＩＭＦの

ＥＳＡＦ，世界銀行のＳＡＣ（いずれも低所得国向

け構造調整融資）が1994年に供与され，日本の

ＯＥＣＦ（当時）からのプロジェクト借款も開始

された。本格的金融支援の開始である。

　この時期から1996年頃までは，改革が順調に

進行していた時期である。マクロ経済はおおむ

ね慎重に運営された。財政赤字は（1993年を除

き）ＧＤＰ比１％程度に収まり，インフレはこの

間（1995年を除き）一桁で推移した。構造改革

面では，量的輸入制限の撤廃を含む貿易障壁の

削減，企業の国際貿易への直接参入の認可，外

国投資法の数次にわたる改定，金融セクターの

外国企業への一部開放，国営企業への直接補助

金の廃止など，多くの改革政策が採られた。ま

た，財政法，国営企業法，会社法，破産法な

ど，多くの法律が整備された。1993年以降ベト

ナムは直接投資ブームを迎えた。1992年には無

視しうる水準であった投資額は，1993年以降急

速に拡大し，1993年から1996年まで，ディス

バースメントでみて年平均ＧＤＰ比８％という

高いレヴェルを記録した。安価で良質の労働

力，大きな国内市場，ドイモイに象徴された改

革姿勢などを海外直接投資家が高く評価したた

めであった。輸出は，農産物原油，及び軽工

業品を中心に，毎年30％超という高率で伸びた。

高投資，高輸出に牽引され，ＧＤＰは1993年から

1996年まで年平均９％で成長した（表６参照）。

　この間に供与された援助は，1993年以前の

ＧＤＰ比１％，ＴＡ中心という姿から大きく変わ

り，国際機関からの構造調整融資バイラテラ

ルのプロジェクト借款が援助の規模を大きく押

し上げた。1993年の第一回会合以降，1996年ま

で，ＣＧ会合でコミットされた援助額は84億ド

ル，年当たりＧＤＰ比10％にのぼる金額である。

一方，実際にディスバースされた金額は，28億

ドルであり，３割強にすぎない。しかもこの金

額のうちの３割は， ＩＭ ＦのＥＳＡＦ，世銀の

ＳＡＣの構造調整借款によるものであり，プロ

ジェクトの執行が容易には進んでいなかったこ

とが見てとれる。図11は，1993年から1999年ま

でのＯＤＡの推移を分野別に見たものである

（ディスバースメント・ベース）。近年，インフ

ラストラクチャー・プロジェクトがシェアーを

伸ばしているように見えるが，これは，1993年

から1995年のプロジェクト援助開始期のコミッ

トメント，特に運輸とにネルギー分野における

それが，執行期に入ってきたからである。それ

では，この時期の援助の有効性はどのように評

価されるであろうか。

　プロジェクト借款については，長期にわたる

戦争で疲弊した交通網のリハビリ，都市復興・

開発，農村開発，エネルギー開発，教育制度，

医療制度の近代化など，緊急の需要は限りなく

あった。世界銀行がこの時期に行ったプロジェ

クトについては，総体として“satisfactory”と評

価されているが，こうした喫緊の需要を前提と

すれば，当然のことといえよう。真に問われる

べきは，個別のプロジェクトが，各セクターに

おける政策環境の改善例えば，セクター別基

本政策の策定，それに沿った政策変更及び制度

改革をどの程度推進してきたかであろう。ま

た，セクター改革を推進するにあたって必要と

されるベトナムのキャパシティ・ビルディング
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図11　ベトナムヘの援助の推移（1993－1999）

にどの程度貢献したかも重要である。本稿の第

Ⅰ章でみたように，援助の問題点の一つは，個

別のプロジェクトの成否のみに注目し，当該プ

ロジェクトがセクターの制度改革にどの程度貢

献するか，そうした制度変革を通じて，プロ

ジェクトの効果を当該プロジェクトを超えて広

く均てんしていけるか（スケーリング・アップ

効果）を重要視してこなかったことにある。ベ

トナムの第二期のプロジェクトが有効であった

かは，個別の収益率の評価によってではなく，

こうしたスケーリング・アップ効果の観点から

問われなければならない。この観点からみる

と，世界銀行のこの期のプロジェクトは，発

電，潅概，運輸などのインフラ修復プロジェク

トが相当の比率を占めている。そしてこうした

プロジェクトの執行を通じて，各セクターにお

いて国営企業の近代化（経営と所有の分離），

財務・会計制度の近代化，公共料金政策の改

革，コスト・リカバリー政策の導入，民間資金

の導入に向けての制度整備など，重要な改革が

推進されつつある。その深度，スピードは，必

ずしも十分とはいえないが，ベトナムの置かれ

ている困難な状況（国際社会からの長期にわた

る隔絶共産党一党独裁政権，国営企業の圧倒

的シェアー等）に鑑み，その貢献度を評価され

るべきであろう。

　次に，1994年から1996年にかけての構造調整

融資（ＳＡＣ，ＥＳＡＦ）については，どのように

評価されるであろうか。ベトナムは，共産党の

独裁政権でありながら，教科書的一党独裁のイ

メージと異なり，幾つものグループ（軍部，保

守派，改革派，北ベトナム出身，南ベトナム出

身等）の間のコンセンサスによって意思決定が

なされる国である。その意思決定には極めて長

い時間が必要とされる。またベトナムは，植民

地戦争，ベトナム戦争，中国との国境紛争等，

幾多の戦争を勝ち抜いてきた国である。主権へ

の思い入れば極めて強く，外国からの干渉には

極めて敏感である。従って，国際機関との構造

調整融資をめぐる交渉が，不当な圧力と感じら

れる一線を越えると，敵対意識が高まり，援助

の有効性が損なわれる。

　ベトナムとＩＭＦは，1993年11月にスタンド・

バイを取り極めた。この時の条件は， ＩＭＦの同

様のプログラムと比べて緩やかなものであった

といわれる。その理由として，1989年から1993

年までに，ベトナムのリーダーシップの下で，

既に多くの改革がなされており，それに対する

褒賞であるとの見方がある。ベトナムの側から

すると，当時必ずしも資金に窮していたわけで

はなく， ＩＭＦとの取り極めは，むしろ，国際社

会からの認知という政治目標とされていた。こ
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の意味で，スタンド・バイの成立は，改革派の

グリップを強めるという政治効果があったか

もしれない。一方，スタンド・バイに続く

ＥＳＡＦについては，相当異なる評価がなされて

いる。1998年に公表されたＥＳＡＦの外部評価

（ＩＭＦ，1998）によると，「政府部内では，政府

はアジェンダ設定と変化のスピードの決定にお

いて，イニシアチヴを失った，との見解が広

まって」おり，また，インタビューされた政府

部内の交渉関係者は，「ＩＭＦが交渉締結を急い

だために，国内でコンセンサスを作る時間的余

裕がなく，いずれ執行期間中に無理が生じるこ

とを承知の上で，ＩＭＦに妥協せざるを得ないこ

とがあった」と述べている。このことは，改革

派が「政府部内で改革への支持を固め，政府の

コミットメントを深めることを困難にした」と

述べられている。本来３年の期間があるＥＳＡＦ

が，３年目のディスバースメントができずに２

年で中断してしまったのは，こうした背景が

あってのことである。

　この時期のＴＡについては，第一期に比べ，

供与する主体が圧倒的な広がりを見せ，マル

ティラテラル，バイラテラルのドナーにとどま

らず，ＮＧＯ，民間企業，アカデミクスなどが積

極的に参加してきた。その対象分野や供与内容

も拡大していった。また，地域的にも，都市部

から農村へとＴＡの対象が浸透していった。ま

た，構造調整融資やプロジェクトの中で要請さ

れた政策の立案・執行がＴＡで援助されるケー

スが多々あり，プロジェクトとＴＡの相互増強

効果が見られた。プロジェクト，政策変更，Ｔ

Ａの間で望ましい相互強化関係が見られたとい

えよう。

Ⅱ－４．1997－現在：改革足踏み期とドナー・

　　　コーディネーションの強化

　1989年以降順調に進んで来た改革は，1996年

半ば頃からややモメンタムが失われてきた。初

期の改革は，人々の生活が困窮を極め，誰の目

にも改革が必要であることが明らかな切迫した

状況の下で行われた。改革の成果も農産物の生

産増，輸出増農家の手取り所得増の形ですぐ

に顕在化した。国営企業改革の結果の失業も，

急速な経済成長の下，容易に吸収された。第一

世代（1996年まで）の改革は，言わば，コンセ

ンサスの形成も執行も容易な改革であった。し

かしながら，第二世代の改革は，第一世代ほど

簡単には進まなかった。まず第二世代の改革

は，第一世代と比べて，技術的に高度であった。

具体的には，４大国営銀行の改革計画の策定，

asset  management  companyの設立，また，国

営大企業の合理化計画の策定，失業に備えての

social safety netの構築，非関税障壁の関税化な

ど，更なるＴＡを享受しながらでないと，容易

には改革案の描けない政策を扱わざるをえなく

なってきていた。また，第一世代の改革からは

誰もが容易にかつ直ちに便益を享受できたこと

に比べ，第二世代の改革からは，便益を被るも

のと損失を被るものの両方が出ることが予想さ

れ，損失を被るグループを政策的にどう扱うか

は極めて困難な問題であった。また，国営企業

の合理化と民間セクターの育成など，これまで

政府の掲げてきた政治的イデオロギーと抵触す

る面が出てきた。このような要因から，1996年

央以降，改革のペースはそれまでに比べ，ス

ローダウンすることとなった。

　改革ペースのスローダウンと，1997年央以降

の東アジア危機の影響により，ベトナムの経済

パフォーマンスは1998年以降急速に悪化した。

外国からの投資熱は一気に冷え切り，1995年か

ら1997年まで毎年約20億ドル（ディスバースメ

ント・ベース）と，ＧＤＰの約８％強に達してい

た海外直接投資は，1998年に８億ドル（前年比

６割減）に激減し，1999年も低迷を続けた。

ＧＤＰ成長率は，1992－1997年の平均8.6％から，

1998－99年には４％（スタッフ推計）へと半減

した（表６参照）。失業率は，都市部で1996-

97年の６％から徐々に９％へと上昇した。

　このように，ベトナムが直面している問題は

深刻である。ドイモイ採択直前に13000あった

国営企業は，改革の第一期（1993年まで）に一

挙に半減したが，その後は思い切った合理化策



開発戦略の変遷と援助の有効性について

- 27 -

は採られておらず，現在6000ある国営企業のう

ち６割が赤字経営であると推定されている。ま

た，こうした国営企業を主な貸付け先とする４

大国営銀行の抱える不良債権比率は，仮に国際

会計基準を採用したならば，３割に達すると推

定されている。赤字経営の大規模国営企業は資

本集約産業に多く，毎年130万人に達する新規

の労働市場参入者に職を供給する能力はない。

ベトナムが，かつての高成長軌道に戻り，新規

労働市場参入者に雇用を確保し，国際社会に統

合されてその成果を享受していくためには，ベ

トナムの民間セクターに労働集約産業を興すこ

とが不可欠である。特に，農村部において農産

物を利用した中小民間セクターを振興すること

が，農村の成長と雇用確保，都市への移民防止

のために必要である。現在の国営企業中心，資

本集約産業重視の経済制度を改革するととも

に，如何に国内中小民間セクターを育成し，国

際社会との統合化を進めていくかが，喫緊の課

題である。

　1998年以降 ＩＭＦと世界銀行は，ベトナムの

改革を支援するために，３年間の改革プログラ

ム（ＥＳＡＦ，ＳＡＣⅡ）の交渉を行ってきた。こ

の過程で，銀行セクター改革，国営企業改革，

貿易改革の３分野で，政府の最高機関との間で

改革プログラムが合意され，後は共産党執行部

の最終決定を待つばかりとなっている（2000年

10月現在）。プログラムのうちの一部は，既に

実行に移されている。このように，改革プログ

ラムの策定に関しては，相当の進展が見られる

一方で，それが実際に執行されるかどうかが，

今後ベトナムがかつての高成長軌道に戻れるか

の鍵を握っているといえよう。

　こうした困難な状況下，援助はどのような役

割を果たしてきたのであろうか。この時期の援

助の役割について特筆すべきは，開発における

援助コミュニティーの役割と，援助の供与の仕

方の問題であろう。前章では，援助が効果的で

あるためには，その国の政策環境の良否が決め

手となること，しかしながら，援助によって政

策変更を強制することは出来ないことを明らか

にした。ベトナムについては，政策環境が整っ

ていなかったがゆえに，第一期ではＴＡが有効

であった。そのＴＡを土台として，第二期では

資金移転が進んだ。問題は第三期である。ま

ず，構造調整融資については，ベトナム自身が

コンセンサス形成に苦労している時に国際機関

が圧力をかけることは，ベトナムではあまり成

果を挙げないことが判明した。主権に対して極

めて敏感な国民性のもと，外部からの圧力は改

革派を助けるよりも彼らの立場を危うくする可

能性が高いことも明らかとなった。このよう

に，政治的に微妙な環境下，いかに改革派を助

けつつ援助の実を挙げていくかは，援助コミュ

ニティーにとっての挑戦である。

　現在ベトナムの援助コミュニティーは，援助

の実を挙げる好機に恵まれている。ベトナム政

府は，2001年の春に第９回共産党大会の開催を

予定しており，この大会に向け，現在10ヶ年社

会経済開発戦略（2001－2010）と５ケ年計画

（2001－2005）を準備中である。ベトナム政府

は，援助コミュニティーに対し，この作業に対

する協力を要請した。この要請に応えて，ド

ナー，ＮＧＯは，重要なテーマ／セクター毎に自

発的に作業部会を作り，政府の担当省庁ととも

に，テーマ／セクターの戦略を策定する作業を

進めている。こうしたテーマ／セクター別の合

同作業部会は現在20を越え，保険，運輸，教

育，水産，森林保護などのセクター，環境，ガ

ヴァナンス，法制度などのテーマがカヴァーさ

れている。また最近では，金融，国営企業改

革，貿易など，かつては密室で議論されていた

問題についても作業部会が発足し活動が開始さ

れた。これらの作業部会には，必ず政府の担当

省庁が纏め役に入ることとなっている。これ

は，各作業部会における作業が政府の意向をで

きるだけ反映して行われるように，さらに理想

的には，合同作業部会で策定された戦略が，政

府の戦略として採用されるようにとの考慮に基

づいている。それぞれの共同部会における作業

の中では，各セクターにおけるキャパシティ・

ビルディングをどのように援助していくかも重
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Ⅲ－１．援助をめぐる議論と政策の地殻変動と

　　日本へのインプリケーション

　本稿では，1990年代を通じて貧困削減が開発

援助のあり方をめぐる議論の中でクローズ・

アップされてきたこと，援助の有効性がこの基

準に照らして再評価されつつあることをみてき

た。鍵となるメッセージは，援助が有効である

ためには，個別のプロジェクトの成否よりも良

好な経済政策環境が不可欠であること，それが

Ｐｏｖｅｒｔｙ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ（ＰＡ）と，定性分析中心

のＰＰＡを総合し，ベトナムの貧困の状況，原

因，削減に向けての戦略を描こうとしたのが，

政府，ドナー，ＮＧＯによる共同レポートであ

る。このレポート作成の過程では，貧困ライン

の設定をめぐっての政府とドナーの意見の相違

や，政府にとって好ましからざる調査結果をど

のように解釈するかなど，困難な局面もあった

が，そうした共同作業を経て，貧困について政

府とドナーの間に共通認識が生まれ，それに続

く政策論議への共通基盤が築かれるなど，はか

り知れないメリットがあった。

　1999年12月に行われたＣＧ会合では，この貧

困削減についての共同レポートを土台に議論が

行われ，この作業を土台として，先に述べた各

作業グループによるセクター／テーマ毎の戦略

をたてていくことが合意されたのである。

　要約すれば，1997年以降の第三期には，コン

ディショナリティ付きの構造調整融資がオー

ナーシップ等の問題から難航する一方，ベトナ

ムの長期開発戦略にドナーも協力すべく，重要

なセクター／テーマ毎の戦略策定を目指しての

政府との共同作業が進行中であり，ドナーと政

府の信頼関係がこうした共同作業を通じて深ま

りつつある。援助の役割は新たな段階に入った

ということができよう。

要な課題となっている。ベトナム政府が援助コ

ミュニティーにこのような要請をした背景には

いくつかの要因があろう。まず，ベトナムは19

90年以降，ドナーが大挙して押し寄せた中で，

オーナーシップを維持しつつ，「パートナー

シップ」を旗印にドナーを巧みに操作してきた

実績があること，1993年以降は援助プログラム

の拡散により政府のキャパシィティが伸びきっ

てしまい，実務的にもドナー間の援助調整が必

要不可欠になりつつあったこと，世界銀行が19

98年にＣＤＦ（Ｃｏｍｐｒｅｈｅｎｓｉｖｅ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ

Ｆｒａｍｅｗｏｒｋ）を提唱するなどしてドナーの間で

機運が盛り上がったこと，などがあろう。

　こうした状況下，政府，ドナー，ＮＧＯの合同

作業グループが極めて効果的に機能し，大きな

成果を生んだのが，Ｐｏｖｅｒｔｙ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔ（ＰＡ）

であり，それを土台とした貧困削減についての

共同レポートの作成であった。ベトナムの第一

回目のＰｏｖｅ ｒ ｔｙ  ＡｓｓｅｓｓｍｅｎｔがＵＮＤＰとス

ウェーデンのＴＡにより1993年に行われたこと

は，既に述べた。 これに続く第 二回目の

Ｐｏｖｅｒｔｙ Ａｓｓｅｓｓｍｅｎｔは，ＵＮＤＰと世界銀行のＴ

Ａにより1997－1998年にかけて行われた。これ

を補完すべく，Ｐａｒｔｉｃｉｐａｔｏｒｙ Ｐｏｖｅｒｔｙ Ａｓｓｅｓ-

ｓｍｅｎｔ（ＰＰＡ）が，４つの県について個別の

ＮＧＯと連携して行われた。定量分析中心の

ない場合の援助は成果を挙げにくいこと，しか

しながら良好な経済政策環境をコンディショナ

リティ付きの援助によって誘導しようとする試

みは概して成功してこなかったことである。現

実には，被援助国では良好な環境が整っていな

い場合が多く，経済政策環境を改善していくた

めの開発戦略を，その国固有の条件に合わせて

策定していくことが重要である。

　現実に幾つかの国では，ドナーが協力し合い

被援助国政府を中心に据えつつ，政策環境改善

Ⅲ．日本のＯＤＡ政策に関する一考察
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分析した（表７参照）。まずアメリカの援助は，

一般にいわれるように，戦略的要因と冷戦絡み

のイデオロギーにより相当程度説明される。象

徴的なことに，1989年におけるアフリカ援助の

最大の供与先は，モブツ政権下のザイールで

あった。反共産主義に固執するあまり，ザイー

ルの抑圧的政治体制と経済政策悪化に目をつ

むった結果である。日本のアフリカ援助につい

ては，経済関係の強化（経済外交）が主たる説

明要因として挙げられている。彼らの分析によ

れば，資源（特に単一鉱物資源）の確保と輸出

市場の開拓が具体的要因である。一方，援助の

うち21％が社会主義体制の国に向かっており，

アメリカに比して政治体制にそれ程執着しない

日本の特性が表われている。日本の援助が比較

的社会厚生指標の良い国に向かっている理由の

一つとして，社会主義国向け援助の割合が高い

ことが指摘されている。また，援助とＧＮＰに負

の相関関係があることについて，日本の援助は

えてして，資源は豊富だが裾野の広い経済成長

を達成していない国に向けられていることが指

摘されている。フランスの援助の決定要因につ

いては，これも通常いわれる「フランス文化の

喧伝」が統計的にも強く支持されている。特に

ザイールが，フランス語圏での勢力確保に努め

るフランスと，反共の要塞を堅固にしたいアメ

リカとの援助供与競争の場となったことは，何

とも皮肉である。興味深いのは，スウェーデン

のケースである。一般に，スウェーデンを含む

北欧諸国の援助は，人道的要因により説明され

ることが多い。Ｓｃｈｒａｅｄｅｒ，Ｈｏｏｋ，ａｎｄ Ｔａｙｌｏｒの

研究はこの仮説を否定している。代わりに，資

金的には，アメリカや日本に勝てない「Ｍｉｄｄｌｅ

ｐｏｗｅｒｓ」が援助の世界で影響力を持つには，援

助供与先を絞り，そこで特別な役割を果たすこ

とを心掛けた結果であるとしている。これを

Ｂｌａｃｋは，「Ｎｉｃｈｅ ｐｌａｙｉｎｇ ｂｙ ａ ｍｉｄｄｌｅ ｐｏｗｅｒ」

（ミドル・パワーによる隙間狙い）と表現して

いる。昨年オランダが「戦略的二国間援助国」

のための戦略を重要セクター／テーマ毎に策定

していこうとの動きが見られる。こうした流れ

のなかで，現地の援助コミュニティーにおいて

は，セクター戦略の策定にあたり，その分野の

専門知識が豊富で，ドナーと政府をまとめてい

くための知的リーダーシップを持つドナーが，

援助資金額のいかんにかかわらず，重きを置か

れる傾向が生じつつある。いわば，「Ｍｏｎｅｙ

ｍａｔｔｅｒｓ」の時代から，「Ｉｄｅａ ｍａｔｔｅｒｓ」の時代

に入りつつあると言えよう。

　さて，こうした開発援助の世界での地殻変動

は，日本の援助のあり方にどのようなインプリ

ケーションを持つのであろうか。これを論ずる

ことが本章の目的である9）。

　議論の出発点として，バイラテラルの援助の

目的は，必ずしもマルティラテラルのそれと完

全には合致しないことを明確にしておきたい。

筆者が現在勤務する世界銀行はマルティラテラ

ルの機関であり，ここでは，貧困削減が「究極

の目的」である。貧困削減のための援助供与は

所与であり，なぜ貧困削減が大切なのかについ

て，あらためて論ずる必要はない。これとは対

照的に，筆者が日本政府の援助関係部局に在籍

していた５年前に直面した問題は，援助がなぜ

必要なのかの国民に対する説明責任が政府の側

にあるということであった。援助供与は所与で

はなく，なぜ当該資金を国内のニーズに回さず

に援助に回すのかを，国民に理解し支持しても

らう必要があった。援助の必要性を説明する理

由のなかで，貧困削減は，必ずしも説得力の高

い理由ではなかった。むしろ二国間の外交関係

の強化，資源を含む経済関係の強化，わが国企

業の利益，国連などの場における日本に対する

支持の取り付けなどが，援助供与の理由として

より説得的であった。

　こうした状況は，必ずしも日本に特有のもの

ではない。Ｓｃｈｒａｅｄｅｒ，Ｈｏｏｋ，ａｎｄ Ｔａｙｌｏｒ（1998）

は，アメリカ，日本，フランス，スウェーデン

のアフリカに対する援助の決定要因を計量的に

9）　本章は筆者の個人的意見である。
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表７　アフリカに対する援助の決定要因

を20ヵ国に絞り込んだのも，同じ戦略的発想

に基づいた決定と言えよう。要は，バイラテラ

ルの援助の決定要因は極めて複雑であり，国毎

に全て異なること，特に，植民地支配の歴史，

国際社会におけるポジション（大国かミドル・

パワーか）などの政治的，戦略的要因に大きく

依存すること，人道的配慮は説明要因としては

確認されていないことなどがみてとれよう。ま

た，Ａｌｅｓｉｎａ ａｎｄ Ｄｏｌｌａｒ(1999)は，全世界向けの

援助を対象に，ドナー毎に援助供与の決定要因

を分析した（図12参照）。彼らの結論も，バイラ

テラルの援助は，圧倒的に政治的，戦略的要

因，特に植民地経営の歴史と冷戦下の政治的同

盟関係で決まっており，被援助国の経済パ

フォーマンスや経済ニーズでは決まらないとい

うことであった。
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図12　援助と経済政策，植民地の歴史の有無

　さて，こうした研究の示唆するところは，バ

イラテラルの援助はすぐれてその国の国益で決

まる，そして国益の中身が何であるかも，国毎

にまた時期によっても異なるということである。

むしろ，その時々の国民が国益の構成要素を決

めているのである。では，日本は援助によって

どのような国益を実現すべきであろうか。バイ

ラテラルの援助である以上，第一に，被援助国

との二国間関係の強化が挙げられよう。二国間

関係の中身は，経済利害から政治的利益まで多

岐にわたろう。こうした「標準的」国益に加え

て，援助により追求されるべき国益とは，国際

社会におけるわが国の知的リーダーシップに対

する尊敬とそれに支えられた発言権の強化では

ないだろうか。こうした尊敬は決して援助金額

の多寡により決まるものではなく，援助コミュ

ニティーにおける知的リーダーシップにより勝

ち得られるものと考えられる。一般に，わが国

では，援助供与の説明要因の一つとして，国際

貢献が挙げられる。日本は資源もなく，軍事力

も行使しない国であるから，日本の繁栄のため

には，世界の安定と繁栄が大切であり，援助は

それに貢献する，と言う論理である。この論理

を否定しようとは思わないが，日本の援助が世

界の安定と繁栄をもたらすというのはやや迂遠

に思われる。むしろ，援助コミュニティーにお

げる知的リーダーシップのデモンストレーショ

ン効果を通じて，国際政治・経済問題を議論す

る場での，日本の発言権を強化するという筋道

の方が直蔵に思われるのである。

　さて，以下では，援助を通じてこの第二の国

益─すなわち，国際社会における尊敬とそれ

に支えられた発言権の強化─をいかに達成し

ていくかに焦点をあてたい。そのためには，日

本の援助が，経済政策環境の改善を通じて，被

援助国の経済成長と貧困削減に大きく貢献して

いることを示す必要がある。また，ドナーと政

府との政策対話を通じて，政策環境の改善に貢

献していることを証明することも必要である。

　それでは翻って，日本の援助の現実はどうで

あろうか。先ず，日本の援助が被援助国の経済

成長と貧困削減にどのように貢献しているかを

考えよう。日本の援助コミュニティーの中で，

経済成長と貧困削減をあたかも対立概念として
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とらえ，貧困削減のクローズ・アップを懸念す

る声を耳にすることがある。「最近の世界銀行

は貧困削減を重視しすぎていて，経済成長目的

がおろそかにならないかと心配である」といっ

た議論である。その背景には，インフラに重点

を置いた日本の援助は，経済成長を促進するた

めのものであり，貧困削減が議論の主役になる

と，日本の援助の価値が損なわれるといった懸

念があるように思われる。しかしながら，第Ⅰ

章で既に述べたように，貧困削減にとり最も有

効な手段は経済成長であり，また経済成長なく

して貧困削減が達成されないことは，援助コミ

ュニティーではコンセンサスとなってい

る10）。発展途上国の経済成長のためにインフラ

が不可欠であることは当然であり，日本の援助

がインフラを通じて経済成長をもたらし，経済

成長を通じて貧困削減に多大な貢献をしてきた

であろうことは，直感的に自然のことである。

しかし，このことを世界に向かって堂々と主張

していくためには，日本の援助コミュニティー

は多少の宿題をする必要がある。第一章で述べ

たように，経済政策環境の良好でない国での援

助は，経済成長への貢献という点から有効でな

いことが支持されている。従って，宿題の第一

は，日本の援助が全般に良好な政策環境の下で

行われたかをチェックすることである。ここで

は，マクロ経済環境，貿易投資政策など鍵とな

る政策，経済制度の質など，国全体の環境を考

えている。仮に政策環境が良好でない時には日

本はその改善のためにどのような役割を果たし

ていくかを考える必要があろう。宿題の第二

は，日本の援助が─ここでは個別インフラ・

プロジェクトを想定しているのだが「その

セクターの制度や政策改善─キャパシィティ

・ビルディングを含め─にどのような貢献を

してきたかの検証である。政策対話とは，必ず

しもマクロや構造改革に限定されるものではな

い。日本の有償援助が広く対象としている運

輸電力，都市・農村開発など，いずれの分野

でもプロジェクトを通じてセクターの制度・政

策改革に貢献していくことは可能であり，また

そのような制度改革を通じて，援助の効果をス

ケール・アップしていくことが大切なのである。

この第二の宿題は，個別プロジェクトの成功を

追及するあまり，セクター戦略という全体像を

見失い，長期にわたり維持可能でないプロジェ

クトが続出し，援助の有効性を阻んできたとい

う，援助の世界全般にみられる事象への反省で

ある。

　既に述べたように，これまでの援助方法への

反省や政策環境の重要性が広く認識されてきた

ことを背景に，ドナーが協力し，政府の政策環

境改善努力を助けていこうという機運が，国際

援助コミュニティーの中で高まりつつある。具

体的には，政府の貧困削減戦略や中期発展計画

の策定，セクター戦略の策定に関してドナーが

協力していこうとの試みが多くの途上国で実行

に移されつつある。その具体的な手段（ i n s t r-

ument）として，伝統的なプロジェクト・アプ

ローチに替わって，セクター・ワイド・アプ

ローチが注目されている。セクター・ワイド・

アプローチによって，伝統的なプロジェクト・

アプローチの弊害─セクター改革に結び付か

ない個別プロジェクトの散在，プロジェクトの

重複，政府担当者の疲弊，多数ドナーが別々の

執行手続きを要請することによる過大負担など

─が克服され，援助の有効性が高まると期待

されているためである。さてセクター・ワイド

・アプローチとは，実は基本的な考え方，取り

組み方を指しているのであり，具体的な手段が

既に特定されているわけではない11）。基本的な

構成要素としては，政府とドナーの間でセク

ター戦略が合意されること，対象範囲はセク

ター（またはサブ・セクター）であること，当

10）　但し，社会的，地理的要因などにより経済成長の成果を享受できない地域やグループに焦点を当てたプログ

　ラムを策定していくことは大切である。世界銀行もそうしたプログラムを援助しているが，その前提はあく

　までも国全体としての経済成長が実現されることである。
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該セクターの制度改革とキャパシィティ・ビル

ディングが支援されること，当該セクターの戦

略的課題について予め合意し，目標達成に対し

て資金が供与されること，主要ドナーが参加す

ること，ドナー間で執行手続きが共有されるこ

と等が含まれる。しかし，セクター・ワイド・

アプローチは全ての国、全てのセクターにとっ

て適しているわけではない。例えば，財政支援

につながるプログラムの場合は，供与された資

金が間違った使われ方をしていないこと，汚職

等に回されていないことが大切であり，こうし

た条件が整っていることが，ＰＥＲ（ p u b l i c

expenditure rev iew）， f inancia l  assessment，

p ro cu r emen t  as ses smen tなどにより確認され

る必要がある。また，政府の側に，セクター戦

略を策定しドナーと合意するキャパシィティが

存在することが前提となる。政府がいまだこの

ようなキャパシィティを備えていない場合いに

は，プロジェクトを通じた，ハンズ・オンのノ

ウハウ伝授の方が有効と考えられる。このよう

に，セクター・ワイド・アプローチの適否は，

ケース・バイ・ケースでの判断が求められる。

　日本の中では，セクター・ワイド・アプロー

チに対して，警戒感や抵抗感があるように見受

けられる。その原因の一つは，こうしたアプ

ローチが，政策対話をあまり得意とせず，「要

請主義の下での個別プロジェクトの執行を得

意とする日本の援助のあり方へのアンチ・テー

ゼとして受け止められることにあろう。更に

は，日本単独でのプロジェクト執行が困難にな

ると，産業界，政界からの国際援助への支持が

得にくくなるといった懸念もあろう。プロジェ

クトに象徴される「顔の見える援助」（Ｎａｔｉｏｎａｌ

ｆｌａｇ ｕｐ）であるからこそ「感謝される」のであ

り，二国関係の強化と言う国益（上述の国益の

第一構成要素）に資するが，援助がプロジェク

トの形とらない財政支援になると，そうした国

益にはつながらないという考え方である。

11）　セクター・ワイド・アプローチに該当する具体的な手段としては，sector investment programs（ＳＩＰｓ），

　sector expenditure programs （ＳＥＰｓ），sector development programs （ＳＤＰｓ）　などが含まれる。いづれも当

　該セクターの制度・政策改革が強調されている。

Ⅲ－２．私的提言 ― ―「顔の見える援助」から

　　　「声の聞こえる援助」へ

　それでは，「顔の見える援助」から「声の聞こ

える援助」への転換をめざすには，日本として

どのようなゲーム・プランを持つべきであろう

か。

　先ず，国際援助コミュニティーで行われてい

る議論をフォローし，その潮流を広く掴んでお

確かに，個別のプロジェクトの方が，被援助

国の現政権から，「感謝」されているという実

感を得られやすいかもしれない。しかしその国

との長期的関係を考えた時，現政権に感謝され

ることが真の関係強化につながるのかは慎重に

考えるべきである。また，国益の第二の構成要

素に照らせば，個別のプロジェクトを通じて

「顔」を売るより，ドナー間や政府との政策論

議の場でリーダーシップを発揮し，尊敬と発言

権，「声」を確保することの方が重要と思われ

るのである。いわば，「顔の見える援助」を卒業

し「声の聞こえる援助」をめざすべきではない

のか。

　日本の援助の特性の一つとして，オーナー

シップの重視と「要請主義」が挙げられる。相

手国への押し付けが援助の実を挙げないこと

は，コンディショナリティ付きの援助が一般に

成功してこなかったことからも明らかである。

しかしながら，援助の有効性を高めるためには

如何に良好な政策環境をもたらすか，如何に制

度改革を通じて援助のスケール・アップを図る

かが，大切である。巨額の援助を供与すること

は，相手国の政策ばかりか，政治体制にまで，

既に影響を与えているのである。巨額の援助の

供与は，それに伴い発言権が強まるだけでな

く，責任も付随してくるということを認識すべ

きである。要は，被援助国の政策環境の検証と

政策対話への積極関与は，権利であるだけでな

く，むしろ義務でさえあると考えられる。
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くことが大前提である。日本の議論が国際援助

コミュニティーの流れに追いついていない場合

が少なくない。

　その上で，世銀をはじめとするマルティラテ

ラルの機関を，大手の株主である日本がどのよ

うに利用したらよいかと発想してはどうか。日

本の中では，いまだにマルティラテラルヘの敵

対意識があるように思われるが，大手株主とし

て，またポテンシャルの高いパートナーとし

て，世銀をはじめマルティラテラルの機関を巧

みに使っていくという気構えがあってよいよう

に思われる。

　それでは，肝心の日本の援助の「声」を構成

するものは何か。日本の援助を支えている理念

とは何か。日本の援助が本格化してからまだ４

分の一世紀である。戦前から植民地経営をして

きた欧米諸国には経験の面でまだ及ばないとの

見方がある一方で，援助の受益国と供与国の両

方の立場を短い期間に経験した強みもあるはず

である。短期間に経済成長を遂げた国としての

経験の伝達も可能なはずである。また，短い歴

史ながら，ここ十年は，世界第一の援助額を供

与してきたのであり，その中から，日本の理念

として主張していくべきことの積み重ねがある

はずである。問題は，それら日本の「声」を構

成する諸要素は，現場の日々のオペレーション

の中に埋もれており，それらの要素を整理，概

念化して，世界の援助の議論の場に持ち出せる

ようにする作業が十分になされていないのであ

ろう。

　具体的にどのようなゲーム・プランがありう

るのか。最も必要なのは，（そして最も困難な

のは），如何に日本の中に，国際援助コミュニ

ティーの場で政策論議のできる層を育てていく

かであろう。大学・研究機関とオペレーション

のグループを有機的に統合していくことが必要

であろう。またコンサルティング業界の国際競

争力をいかに向上させていくかも課題である。

日本型労働慣行との関連でいえば，援助の世界

では急速に専門化が進行していることを認識

し，ジェネラリストでなく専門職を正当に評価

すること，その方向でのキャリア・パスを考え

ていくことが大切ではないか。これは，労働市

場や教育制度の変更を必要とする。日本の援助

の有効性を高め，国際社会から日本への尊敬を

勝ち得るためには，こうした日本的システムの

問題点に真っ向から取り組んでいくことが必要

と言えよう。
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